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経済雇用対策特別委員会資料

平成24年(2012年) 3月16日

商工観光労働部労働雇用政策課

雇 用 対 策 に つ い て

１．緊急雇用対策事業について

１）ふるさと雇用再生特別推進事業

地域における継続的な雇用機会の創出を図るため、地域の実情に応じて、創意工夫に基

づき、雇用機会を創出する事業を実施。

(1)年度別執行状況

376人

556人 535人

8人

8.18 億円

16.14 億円

18.93 億円

0.18 億円

平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

120事業

134事業
142事業

6事業

・ 本年度においては 142 事業で 535 人が雇用されている。

・ 平成 24 年度においては 6 事業、事業費 18，262 千円を予定している。
国のふるさと雇用再生特別基金事業実施要領が改正されたことに伴い平成 23 年度に

新たに開始した事業については平成 24 年 9 月 30 日まで継続して実施することが可能

となった。

(2)分野別執行状況(平成 23 年度)

182人 182人

53人 46人
22人 20人 17人 10人 2人 1人

産業振興 農林漁業 介護・福祉 観光 環境 教育・文化 子育て 治安・防災 医療 情報通信

・ 分野別では、産業振興(45 事業 182 人)、農林漁業(24 事業 182 人)、介護･福祉(14

事業 53 人)、観光(29 事業 46 人)の４分野で全体の 86.5％の雇用創出が図られた。

(3)今後の継続雇用見込み

・ 平成 24 年度も事業を継続する 6 事業を除いて、本年度に事業を行っている 136 事業

のうちおよそ 7 割程度の事業が平成 24 年度以降も事業を継続実施される見込み。

・ 同じく、雇用の継続予定人数についても、およそ７割程度の労働者について継続雇

用がなされる予定となっており、また、継続雇用者のうちのおよそ８割が正規雇用

される見込み。
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２）緊急雇用創出特別推進事業

離職を余儀なくされた非正規労働者等の失業者に対して、次の雇用までの短期の雇用・

就業機会を創出する事業を実施。

(1)有効求人倍率と執行状況の経緯

2845人

4213人 4450人

1866人22.02 億円

39.08 億円

49.93 億円

31.45 億円

平成20/21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度

0.38倍

0.54倍
0.63倍

516事業

539事業
568事業

295事業

有効求人倍率の推移

(H24.1月)

・ これまでの雇用創出人数は、延べ約 1 万 1 千人となり、雇用の下支えの役割を果た

してきた。

・ 平成 24 年度においては 295 事業 1，866 人の雇用を見込んでいる。
重点分野雇用創出事業および地域人材育成事業の事業期間が平成 24 年度まで延長される

とともに、震災等緊急雇用対応事業が新たに創設され平成 24 年度から 25 年度にかけて１

年間の事業が実施できることとされた。

(2)分野別執行状況（平成 23 年度）

1513人

610人
479人 477人

283人 248人 222人 204人 176人 101人 93人 44人

教育・文化 環境 介護・福祉 農林漁業 治安・防災 事務補助 情報通信 産業振興 観光 地域社会雇用 子育て 医療

・ 分野別では、教育･文化(151 事業 1,513 人)、環境(97 事業 610 人)、介護･福祉(58

事業 479 人)、農林漁業(52 事業 477 人)の４分野での雇用が全体の約７割を占めて

いる。

２．滋賀の“三方よし”人づくり事業について

滋賀県内で就業を希望する若年求職者を受託事業者が雇用し、雇用期間中、独自に開発

したプログラムにより人材育成を行うとともに、企業訪問により開拓したサポーター企

業等とのマッチングにより就職を実現する。

・三方よし人づくり推進センターの運営

（ふるさと雇用再生特別推進事業 H23 年度 雇用人数 8 人）

・若年求職者の新規雇用

（緊急雇用創出特別推進事業 H23 年度 雇用人数 62 人）
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（1）若年求職者（マッチング）の状況

項目 １期生 ２期生（新卒対象） ３期生

雇用期間
H22.9.1～

H23.2.28（６ヶ月）

H23.3.22～

H23.7.31（４ｹ月）

H23.9.1～

H24.2.29（６ｹ月）

募集方法
県ホームページや広報誌、広告などによる周知

ヤングジョブセンター等就業支援機関による案内

募集定員 50 人 25 人 50 人

雇用者数 45 人（男 33：女 12） 18 人（男 5：女 13） 44 人（男 24：女 20）

～19 歳 － 1 人（男 0：女 １） －

20～24 歳 19 人（男 13：女 6） 17 人（男 5：女 12） 27 人（男 10：女 17）

25～29 歳 17 人（男 13：女 4） － 13 人（男 11：女 2）

30～34 歳 7 人（男 6：女 1） － 3 人（男 2：女 1）

内

訳

35 歳～ 2 人（男 1：女 1） － 1 人（男 1：女 -）

就職決定者数 38 人（男 27：女 11） 18 人（男 5：女 13） 36 人（男 20：女 16）

サポーター企業 26 人（男 17：女 9） 15 人（男 4：女 11） 22 人（男 15：女 7）

その他 県内 7 人（男 6：女 1） 3 人（男 1：女 2） 9 人（男 3：女 6）
内

訳

その他 県外 5 人（男 4：女 1） 5 人（男 2：女 3）

（2）サポーター企業（企業開拓）の状況 （平成 24 年 2 月末日現在）

項目 平成 22 年度 平成 23 年度 累計

訪問企業数 687 社 497 社 1,184 社

登録企業数 370 社 343 社 713 社

（３）企業交流会の実施状況

・1 期生対象 平成 22 年 10 月 7 日(木)開催 参加企業 84 社

・2 期生対象 平成 23 年 4 月 19 日(火)開催 参加企業 45 社

・3 期生対象 平成 23 年 10 月 6 日(木)開催 参加企業 76 社

（4）平成 24 年度の執行予定
若年求職者の新規雇用(緊急雇用創出特別推進事業)

・雇用期間 6 月～9 月 50 人 、11 月～2 月 50 人 計 100 人

・事 業 費 137,633 千円



緊急雇用対策事業

○H20年度（実績）
単位：千円、人

事業数 事業額 雇用創出数 備 考

県事業 1 2,351 9

市町事業 14 6,909 46 10/10補助

求職者総合
支援センター 3,459 H21.3設置

○H21年度（執行見込み）
単位：千円、人

事業数 事業額 雇用創出数 備 考

県事業 140 1,184,000 1,090

市町事業 350 1,115,000 1,580 10/10補助

求職者総合
支援センター 36,433

単位：千円、人

現計予算額 雇用創出数 備 考

県事業 1,480,091 1,271

市町事業 1,235,000 1,396 10/10補助

求職者総合
支援センター 54,520 －

○H20年度（実績） －

○H21年度（執行見込み） ： 867,000千円
単位：千円、人

事業数 事業額 雇用創出数 備 考

県事業 18 373,000 160

市町事業 103 494,000 190 10/10補助

ふるさと雇用再生特別交付金 緊急雇用創出事業臨時特例交付金

緊急雇用創出事業臨時特例基金
【94.6億円】（緊急雇用）＋【34.41億円】（重点分野）

＋【20.70億円】（震災等緊急雇用）

【趣旨】 離職を余儀なくされた非正規労働者等の失業
者に対して、次の雇用までの短期の雇用・就業機会
を創出する事業を実施

【趣旨】 地域における継続的な雇用機会の創出

を図るため、地域の実情に応じて、創意工夫に

基づき、雇用機会を創出する事業を実施

ふるさと雇用再生特別基
金

50.3

○H20年度（実績） －

○H21年度（実績） ： 817,038,559円【376人】
単位：円、人

事業数 事業額 雇用創出数 備 考

県事業 18 351,265,436 171

市町事業 102 465,733,123 205 10/10補助

管理運営費 40,000

○H20年度（実績） ： 12,719,517円【55人】
単位：円、人

事業数 事業額 雇用創出数 備 考

県事業 1 2,351,482 9

市町事業 14 6,908,759 46 10/10補助

求職者総合
支援センター 3,459,276 H21.3設置

○H21年度（実績） ： 2,188,806,287円【2,790人】
単位：円、人

事業数 事業額 雇用創出数 備 考

県事業 140 1,115,121,152 1,170

市町事業 361 1,038,072,895 1,620 10/10補助

求職者総合
支援センター等 35,612,240

○H22年度（実績） ： 1,613,959,170円【556人】

単位：円、人

事業数 事業額 雇用創出数 備 考

26 763,213,624 298

108 832,360,616 258 10/10補助

18,384,930
正規雇用一時金

61人分

県事業

市町事業

一時金等

○H22年度（実績） ： 3,907,563,765円【4,213人】

単位：円、人

事業数 事業額 雇用創出数 備 考

177 2,138,652,302 1,915

362 1,734,587,670 2,298 10/10補助

34,323,793
求職者総合

支援センター等

県事業

市町事業

○H24年度（当初予算） ： 18,262千円【8人】

単位：千円、人

事業数 事業額 雇用創出数 備 考

2 3,674 2

4 11,967 6 10/10補助

2,621
正規雇用一時金

8人分

県事業

市町事業

一時金等

○H24年度（当初予算） ： 3,144,556千円【1,866人】

単位：千円、人

事業数 事業額 雇用創出数 備 考

126 1,794,381 906

169 1,350,000 960 10/10補助

175

市町事業

管理運営費

県事業

○H23年度（2月補正後） ： 1,893,297千円【535人】

単位：千円、人

事業数 事業額 雇用創出数 備 考

29 903,953 290

113 924,000 245 10/10補助

65,344
正規雇用一時金

217人分

県事業

市町事業

一時金等

国

○H23年度（2月補正後） ： 4,993,609千円【4,450人】

単位：千円、人

事業数 事業額 雇用創出数 備 考

188 2,413,440 1,957

380 2,535,000 2,493 10/10補助

45,169
求職者総合

支援センター等

県事業

市町事業
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「おうみ若者未来サポートセンター」の開設について

滋賀県および滋賀労働局は、若年者への就業支援を一層強化するため、「ヤングジョブセン

ター滋賀」などの機関を一体化し、ハローワークを併設した「おうみ若者未来サポートセンタ

ー」を開設します。

■設置場所 草津市西渋川１丁目１－１４ 行岡第一ビル４Ｆ

※ ＪＲ草津駅西口から徒歩２分

【開設式】

・日 時 平成２４年３月１９日（月）午後１時～

・場 所（式 典）行岡第一ビル３Ｆ 滋賀の“三方よし”人づくり推進センター研修室

（ﾃｰﾌﾟｶｯﾄ）行岡第一ビル４Ｆ おうみ若者未来サポートセンター

・出席者（主催者）滋賀県知事、滋賀労働局長

（来 賓）滋賀県議会議長、草津市長、滋賀経済団体連合会会長、

一般社団法人環びわ湖大学・地域コンソーシアム代表幹事 他

■業務内容

機関名 コーナー 業 務 内 容

総合案内・就職情報

コーナー
求人情報の提供、県内企業の会社案内、就職面接会や就業支

援セミナーなどの情報提供・申込受付など

●ヤングジョブセンタ

ー滋賀（滋賀県）

総合相談コーナー 就職に関する各種相談や職業選択のアドバイス、カウンセリ

ングの予約など

職業相談・職業紹介

コーナー

ハローワークの求人情報の提供や紹介状の発行、求人企業と

の面談予約など

滋賀新卒応援ハロー

ワーク、草津学生職

業相談コーナー

（滋賀労働局）

求人検索コーナー ハローワークの学卒求人および一般求人の求人情報を照会で

きる自己検索機を設置

●若年者地域連携事業事務局

（国委託事業）

若年者の採用拡大のための広報・啓発や若年者の求人開拓・

求人情報提供などの事業を実施

●滋賀県地域若者サポートステーション

（国・県委託事業）

就職困難者の職業的自立を支援するための相談や就労体験な

どの事業を実施

●滋賀の“三方よし”人づくり推進センター

（県委託事業）

若年求職者の人材育成・就職活動支援や県内中小企業とのマ

ッチングなどの事業を実施

【共同設置】 カウンセリングコ―

ナー

就職活動のアドバイスを行う「じっくり相談」や就職活動の

ストレスや心の悩みを抱える人の「臨床心理士相談」など

■利用対象者 大学などを卒業予定の方や、求職中の概ね３５歳未満の方

■利用開始日および利用時間

・利用開始 平成２４年３月１９日（月）午後１時３０分～

・利用時間 午前９時から午後５時まで（土・日・祝休日・年末年始は休業日）

設置場所

●


